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様式第１号（第７条関係） 

 

令和６年〇月〇〇日 

 

 

佐賀県産業イノベーションセンター所長  様 

 

 

申請者 

住 所 〒849-0932 

 佐賀県佐賀市鍋島町八戸溝 114 

企業名 株式会社 SAGA 

代表者役職・氏名 代表者役職・氏名 

 

 

令和６年度佐賀県産業イノベーションセンター 

ものづくり企業イノベーション促進事業費補助金交付申請書 

 

 

令和６年度において、下記のとおり佐賀県産業イノベーションセンターものづくり企業イノ

ベーション促進事業を実施したいので、佐賀県産業イノベーションセンターものづくり企業イ

ノベーション促進事業費補助金 金 1,786,000 円を交付されるよう、佐賀県産業イノベーショ

ンセンターものづくり企業イノベーション促進事業費補助金交付要領の規定により、関係書類

を添えて申請します。 

 

記 

 

１ 誓約書（様式第１号別紙、申請者） 

誓約書（様式第１号別紙、事業要件となっている連携者） 

２ 補助事業計画書（様式第１号の２） 

３ 事業経費積算書（様式第１号別紙） 

４ 企業情報報告書（様式第１号の３） 

   

注 会社概要がわかるパンフレット及び申請額の根拠資料等を添付すること。
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様式第１号別紙 

 

誓   約   書 

 

私は、この度の申請を行うに当たり、次の事項について誓約します。 

 

☑ 自己又は自社の役員等が、次のいずれにも該当する者ではありません。 

また、次のイからキまでに掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他の団体

又は個人ではありません。 

 

ア 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年（1991 年）法律第 77

号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

イ 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴

力団員をいう。以下同じ。） 

ウ 暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者 

エ 自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をも

って暴力団又は暴力団員を利用している者 

オ 暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等直接的又は積極的

に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者 

カ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

キ 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者 

 
令和  年  月  日 

申請者又は事業要件となっている連携者 

住 所 

〒849-0932 

佐賀県佐賀市鍋島町八戸溝 114 

企業名 株式会社 SAGA 

(ふりがな) さが たろう  

代表者役職・氏名 代表取締役 佐賀 太郎  

生年月日 昭和〇〇 年 〇 月 〇〇 日  

 
注 １ 申請に当たっては、上記の誓約を確認の上、□にレを記入すること。 

２ 本誓約書において、「申請者又は事業要件となっている連携者」欄の記入方法は、以下

に従うこと。 

(1) 様式第１号の裏面に印刷し提出するときは、使用されているソフトウェアで必要情

報を記入（押印は不要） 

(2) 本誓約書を片面印刷して提出するときは、「氏名欄を自署」又は「使用されている

ソフトウェアで必要情報を記入し印刷後押印」（押印は要時） 

 
 
 

センターでは、行政事務全般から暴力団等を排除するため、申請者に暴力団等でない旨の誓約を
お願いしています。なお、内容確認のために佐賀県警察本部へ照会を行う場合があります。 

この様式に記載された個人情報は、ものづくり企業イノベーション促進事業に係る事務の目的を
達成するため及び上記の誓約事項の確認のために使用します。また、確認情報は貴殿が県と行う他
の契約等における身分確認に利用する場合があります。 

ものづくり事業者 

誓約書 

該当しない場合はチェ

ックを記載ください 

 

代表

者印 
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様式第１号別紙 

 

誓   約   書 

 

私は、この度の申請を行うに当たり、次の事項について誓約します。 

 

☑ 自己又は自社の役員等が、次のいずれにも該当する者ではありません。 

また、次のイからキまでに掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他の団体

又は個人ではありません。 

 

ア 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年（1991 年）法律第 77

号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

イ 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴

力団員をいう。以下同じ。） 

ウ 暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者 

エ 自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をも

って暴力団又は暴力団員を利用している者 

オ 暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等直接的又は積極的

に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者 

カ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

キ 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者 

 
令和６年〇月〇〇日 

申請者又は事業要件となっている連携者 

住 所 

〒849-0932 

佐賀県佐賀市鍋島町八戸溝 114 

企業名 株式会社 SAGA 

(ふりがな) さが たろう  

代表者役職・氏名 代表取締役 佐賀 太郎  

生年月日 昭和〇〇 年 〇 月 〇〇 日  

 
注 １ 申請に当たっては、上記の誓約を確認の上、□にレを記入すること。 

２ 本誓約書において、「申請者又は事業要件となっている連携者」欄の記入方法は、以下

に従うこと。 

(1) 様式第１号の裏面に印刷し提出するときは、使用されているソフトウェアで必要情

報を記入（押印は不要） 

(2) 本誓約書を片面印刷して提出するときは、「氏名欄を自署」又は「使用されている

ソフトウェアで必要情報を記入し印刷後押印」（押印は要時） 

 
 
 

センターでは、行政事務全般から暴力団等を排除するため、申請者に暴力団等でない旨の誓約を
お願いしています。なお、内容確認のために佐賀県警察本部へ照会を行う場合があります。 

この様式に記載された個人情報は、ものづくり企業イノベーション促進事業に係る事務の目的を
達成するため及び上記の誓約事項の確認のために使用します。また、確認情報は貴殿が県と行う他
の契約等における身分確認に利用する場合があります。 

クリエイター・デザイナー等 

誓約書 

※複数のクリエイター等と連携する場合は 

コピーしてお使いください 

 

該当しない場合はチェ

ックを記載ください 

 

代表

者印 



4 

様式第１号の２（第７条関係） 

 

佐賀県産業イノベーションセンター 

ものづくり企業イノベーション促進事業費補助金補助事業計画書 

 

Ⅰ ものづくり事業者（申請者）の概要 

① 企業名等 
ﾌﾘｶﾞﾅ カブシキガイシャ サガ 

名称： 株式会社 SAGA 

② 所在地 

(事業を実施

する場所) 

〒849-0932  

佐賀県佐賀市鍋島町八戸溝 114 

 

③ 

代表者 
職名： 代表取締役 

ﾌﾘｶﾞﾅ サガ タロウ 

氏名： 佐賀 太郎 

④ 

事業担当者 職名： 〇〇〇〇部 
ﾌﾘｶﾞﾅ ナベシマ ハナコ 

氏名： 鍋島 花子 

⑤ 

事業担当者 

連絡先 

電話番号： 0952-34-〇〇〇〇 

ファックス番号： 0952-34-〇〇〇〇 

E-mail： △△△△△＠××××.××.jp 

⑥ 創 業 西暦又は和暦 年 ⑦ 資本金  円 

⑧ 従業者数  人 ⑨ 売上高 1)  円 

⑩ 業 種 2) 

大分類  Ｆ 製造業 

中分類 09 食料品製造業 

小分類 091 畜産食料品製造業 

1)： 直近の決算期における売上高を記載してください。 

2)： 総務省ホームページに掲載される「日本標準産業分類」から該当する分類を記載してください。記号

及び名称を記載してください。 

  

総務省日本標準産業分類に該当する 

コード及び分類を記載ください。 

資本金を円単位で記載ください。 

（個人事業主は 0 円と記載） 

 

直近決算期の売上高を円単位で 

記載ください。 



5 

Ⅰ ものづくり事業者（申請者）の概要（つづき） 

⑪ 国若しくは地方公共団体又は民間団体等が実施する補助事業・委託事業等の交付・受託

実績（過去５会計年度以内）について 

□交付・受託した実績がある 

☑交付・受託した実績はない 

□現在申請中である（事業名：    ） 

 

【重要】申請において、以下の資料を提出してください。 

 
対象者 添付資料 備考 

申請する全事
業者 

会社概要がわかる書類 ※ パンフレット等 

申請額の根拠資料 ※ 見積書等申請額がわかる資料 

相見積書 ※ 購入または契約金額が税込10万円以上の場合 

一社随意契約理由書 ※ 契約の場合において、相見積書を取得するこ 
  とが困難な場合 

入札等に県外企業の参
加を可能にした理由書 

※ 必要に応じて提出 
 

県外企業と契約する理
由書 

※ 必要に応じて提出 

申請者が法人
である場合 

履歴事項全部証明書 ※ ３ヵ月以内に発行されたものに限る 

直近２期の決算書（賃借
対照表、損益計算書、附
属明細書（勘定科目内訳
書）） 

※ 設立間もなく、決算書の提出ができない場合、
事業計画書及び収支予算書を提出ください。 

※ 設立後２年未満であり、直近１期の決算書が
提出できるときは、１期分の決算書と上記の
資料を提出してください。 

直近の県税納税証明書
（「証明区分２」：全税目
の未納が無い旨の証明）
（３か月以内に発行さ
れたもの） 

※ 各地区の県税事務所で取得してください。 
※ 地方税の徴収猶予制度を申請しているとき

は、決定通知に関する書類の写しを提出して
ください。決定通知に関する書類が届いてい
ないときは、申請に関する書類の写しを提出
してください。 

申請者が個人
事業主である
場合 

直近２年分の決算書（賃
借対照表、損益計算書、
附属明細書）又は決算書
に代わるもの 

※ 「決算書に代わるもの」は、所得税の確定申告
書（税務署の受領印のあるもの）とします。 

※ 設立間もなく、決算書の提出ができない場合、
事業計画及び収支予算等を整理した資料を提
出してください。 

※ 届出後２年未満であり、直近１年分の決算書
が提出できるときは、１年分の決算書と上記
の資料を提出してください。 
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【チェックシート】 
＜各項目における、「□」に「レ」を入れるか、「■」に修正してください＞ 

 

１ ものづくりに関する業務を行う中小企業者ですか。 

☑ はい       □ いいえ 

 

２ 佐賀県産業イノベーションセンターものづくり企業イノベーション促進事業費補助金交付

要領（以下「交付要領」という。）第２条第１項第２号に規定した業務を行っていませんか 

（同号(ｱ)から(ｳ)に規定の業務を除きます）。 

☑ はい       □ いいえ 

 

３ 主要製品は何ですか。 

製品名を記載し、製品画像及び申請者が製造又は販売していることを示す画像を貼付して

ください（製造又は販売していることを示す画像を貼付できないときは、自社で製造又は販

売していることを示す資料を提出してください）。 

製品名： 

 

製品画像： 

 

４ 佐賀県内において生産や研究開発、製造企画等の事業又は業務を行っていますか。 

☑ はい       □ いいえ 

 

５ 本事業を実施する場所は、佐賀県内の場所ですか。 

☑ はい       □ いいえ 

 

６ 交付要領第３条第２項各号及び第３項に該当しないことを確認するための「誓約書」を 

補助事業計画書とともに添付しましたか。 

☑ はい       □ いいえ 

 

７ 前項に基づき佐賀県警察本部へ照会した結果、交付要領第３条第２項各号及び第３項の 

いずれかに該当することが判明したときは、交付決定を受けられないことを了解しましたか。 

☑ はい       □ いいえ 

 

８ 交付決定後に他の団体等が実施する補助事業・委託事業と事業計画が重複していることが

判明したときは、交付決定の取消しとなることを了解しましたか。 

☑ はい       □ いいえ 

 

９ 本事業は、外部のクリエイター等との連携を前提とした事業計画となっていますか。 

☑ はい       □ いいえ 

 

10 事業計画において連携する外部のクリエイター等について、交付要領第３条第２項各号及

び第３項に該当しないことを確認するための「誓約書」を添付しましたか。 

☑ はい       □ いいえ 

自社製品の画像を貼付してください。 
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Ⅱ 連携するクリエイター又はデザイナー等の概要 

⑫ 事業所等

名 3) 

ﾌﾘｶﾞﾅ  

名称：  

⑬ 所在地 

(事業を実施

する場所) 

〒  

佐賀県 

 

⑭ 代表者 職名：  
ﾌﾘｶﾞﾅ  

氏名：  

⑮ 担当者 職名：  
ﾌﾘｶﾞﾅ  

氏名：  

⑯ 担当者 

  連絡先 

電話番号：  

ファックス番号：  

E-mail：  

⑰ 創業  年  

⑱ 従業者数  人  

⑲ 実績 

 

3)： 個人で事業を行い、事業所等名がないときは空欄可。 
 
注 複数のクリエイター等と業務委託契約を締結するときは、表をコピーして作成してください。 

 

 

これまでにどのような活動実績があるのか等を 

差し支えない範囲で記載してください。 

連携者のクリエイター等の事業所にホームページがあ

り、実績が記載されている場合は、ＨＰのＵＲＬのみで

も差し支えありません。 
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Ⅲ 事業の詳細（具体的に記載してください。Ⅲのみで７ページ以内としてください。） 

⑳ 事業計画名  

㉑ 事業の概要（5行程度で記入してください） 

 

㉒ 事業を実施する背景、課題及び必要性 

 

㉓ 事業の目的 

 

㉔ 事業の計画（具体的な取組、内容等） 

 

㉕ 【業務委託を含むとき】㉔に記載した計画において、外部に委託する業務の内容

（委託する業務の項目及び具体的内容） 

 

㉒、㉓、㉔及び㉘に記載した項目を５行程度に要約して記載ください。 

社会背景～課題・改善点～取り組むべきポイント～事業の必要性をわかりやすく記載し

てください。 

㉒に記載した「社会背景から事業の必要性まで」を解決、克服するためにこの事業で

実施する主な取組項目と達成目標をわかりやすく記載してください。 

㉓で整理した主な取組項目についての計画（具体的な内容、目的、スケジュール等）や 

業務委託の概要についても関連付けして記載してください。 

㉔に記載した計画のうち、業務委託部分の計画（具体的な内容、目的、スケジュール感等）

を業務委託先と連携して記載してください（見積書と照合できるように記載してください）。 
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㉖ ㉔に記載した計画において、どの部分が交付申請者にとって新しい取組となるの

か（具体的な課題やその解決方法を記載） 

 

㉗ 課題を克服・目標達成するにあたり、クリエイター又はデザイナー等の知識や技

能をどのように活かすのか。 

 

㉘ この事業の実施により見込んでいる成果（売上目標や新たな取組への展開予想等） 

 

㉙ 将来展望（申請事業者における新たな取組に関する将来性や将来見込める事業内容等） 

 

注 必要に応じて、補足資料（設計図等）を提出していただいても構いません（Ⅲ 事業の詳細に
おいて設定したページ数には含みません）。 

 

 

㉒課題・必要性、㉔事業計画のどの部分が新しい取組となるのか、 

㉓目的達成のためにこれまで自社で取り組めなかった内容をどのように取り組んでいこう

としているのかを明瞭にわかりやすく記載してください。 

㉔に記載した計画のうち、業務委託部分の計画（具体的な内容、目的、スケジュール感等）

を業務委託先と連携して記載してください（見積書と照合できるように記載してください）。 

この事業を実施することによる売上向上や波及効果など、今後（1 年後・5 年後）の成果につ

いて、可能な限り数値や金額で記載してください。また、成果の将来的な活用方法等について

も記載してください。 

この事業を機会に申請者にとって望める将来性（事業内容限らず）や異分野連携を見据えた

「夢」「企業理念」に沿ったチャレンジ等を記載してください。 



10 

Ⅳ 事業の実施から完了までの予定スケジュール 

項目 予定年月 

〇〇〇〇打合せ 2024 年 9月 

〇〇〇〇企画 2024 年 10月 

〇〇〇〇設計 2024 年 10月 

〇〇〇〇開発 2024 年 10 月～11 月 

〇〇〇〇製作 2024 年 12 月～2025 年 1月 

注 「Ⅲ 事業の詳細」に沿った予定スケジュールを作成してください。 

 

Ⅴ 資金調達内訳（単位：円） 

区分 
事業に要する経費 

(税込) 

資金調達先 

(借入機関等) 

A を受け入れるまで

の資金調達方法 3) 

補助金交付申請額 

(A) 
1,786,000   

自己資金 1,162,000  786,000 

借入金 0 〇〇銀行 1,000,000 

その他 0   

合 計 2,948,000   

3)： 「資金調達先」と同じでないときは、下段に調達手段を括弧付けにて記載してください。 

 

Ⅵ 経費内訳総括表（詳細は事業経費積算書（様式第１号別紙）に記載、単位：円） 

補助対象経費区分 
事業に要する経費 

(税込) 

補助対象経費 (B) 

(税抜) 

補助金交付申請額 

(C)=(B)×2/3 以内 5) 

(千円未満は切り捨て) 

報償費 0   

費用弁償 0  

需用費 0  

備品購入費 0  

役務費 0  

委託料 2,948,000 2,680,000 

使用料及び賃借料 0  

負担金 0  

その他 0  

合計 2,948,000 2,680,000 1,786,000 

5)： 交付申請額の上限額は、2,000,000 円です。 
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Ⅶ 業務委託契約の内容（委託料が積算に入っている場合） 

１ 

業務委託先  

業務委託の内容  

委託額 (円、税込)  

注 業務委託の件数が２件を超える場合、上表を業務委託契約ごとに作成すること。 

㉕に記載した項目をリスト化し記載してください。 
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様式第１号別紙 

 

佐賀県産業イノベーションセンターものづくり企業イノベーション促進事業費補助金 事業経費積算書 
（単位：円） 

補助対象 
経費区分 

品名・実施内容等 
仕様・型式・実施概要
等 

数量 単位 
単価 
(税抜) 

補助事業に要する 
経費 (税込) 

補助対象経費 
(税抜) 

備考 

報償費 

        

        

小計   

費用弁償 

        

        

小計   

需用費 

        

        

小計   

備品購入
費 

        

        

小計   

役務費 

        

        

小計   

委託料 

 左記と同様 １ 式 2,680,000 2,948,000 2,680,000  

        

小計 2,680,000  

使用料及
び賃借料 

        

        

小計   

負担金 

        

        

小計   

その他 

        

        

小計   

合計 合計 2,680,000 

注 必要に応じて、行を増やしてください。 

項目を詳細に記載いただいても 

構いません。 

 

見積書の数量及び単位に基づき、

記載してください。 
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様式第１号の３（第７条関係） 

 

佐賀県産業イノベーションセンター 

ものづくり企業イノベーション促進事業費補助金 

企業情報報告書 

 

申請企業名  

 

補助事業終了後、５年間にわたり以下の項目について報告を行っていただきます。 

補助事業の効果を客観的に評価するために必要なデータとなりますので、全ての項目につい

て、記入していただき、補助事業計画書とともにご提出ください。 

 

 

 

 

 

 

１ 下記２から４のデータを算定する期間 

令和５（2023）年１月１日～令和５（2023）年 12月 31 日 

 

 

２ 事業所の従業者数（算定期間開始時における従業者数） 

 

区分 

① 
個人業主 
(個人経営
の事業主
で、実際
にこの事
業所を経
営してい
る人) 

② 
個人業主
の家族で
無給の人 

③ 
有給役員 
(個人経営
以外で役
員報酬を
得ている
人) 

常用雇用者 
(期間を定めずに、又
は１か月以上の期間を
定めて雇用している
人) 

⑥ 
臨時雇用者(１か月
未満の期間を定め
て雇用している人
や日々雇用してい
る人など、常用雇用
者の定義に該当し
ない人) 
※ ⑤以外のパー
ト・アルバイトなど
を含む 

④ 
正社員・正
職員とし
ている人 

⑤ 
④以外の
人 ( パ ー
ト・アルバ
イトなど) 

人数       

区分 

⑦ 
合計 

(①から⑥
の合計) 

⑧ 
送出者 

(⑦のう
ち、別経
営の事業
所へ出向
又は派遣
している
人) 

受入者 
(①から⑧以外で別経
営の事業所からきてこ
の事業所で働いている
人) 

⑨ 
出向 

⑩ 
派遣 

人数     

注 各区分の定義は、経済センサスに規定された定義に従う。 

本様式においてご提供いただいたデータは、ものづくり企業イノベーション促進事業の効果を
評価することを目的として利用します。個別の事業者が明らかにならないように、データを加工
した上で、本県から発信する情報（政策立案における基礎情報、事業成果の公表等）として利用
することがあります。 

経済センサスの定義に基づ

き、令和 5 年 1 月 1 日時点の

従業員数を記載ください。 
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３ 製造品出荷額等 

 
区分 金額（円） 

ア 製造品出荷額  

イ 加工賃収入額  

ウ 修理料収入額  

エ 製造工程から出たくず及び廃物の出荷額  

オ その他の収入額  

カ 製造品出荷額等（アからオの合計）  

注 各区分の定義は、経済センサス又は工業統計調査に規定された定義に従う。 

 

 

４ 付加価値額（粗付加価値額） 

 

区分 金額（円） 

A 売上（収入）金額  

B 費用総額（売上原価+販売費及び一般管理費）  

 a うち売上原価  

主
な
費
用
項
目 

b 給与総額  

c 福利厚生費（退職金を含む）  

d 動産・不動産賃借料  

e 減価償却費  

f 租税公課（法人税、住民税、事業税を除く）  

g 外注費  

h 支払利息等  

C 付加価値額（A-B+b+f）  

※ 各区分の定義は、経済センサスに規定された定義に従う。 

  

工業統計調査の定義に基づき、令和５年 1 月

1 日～12 月 31 日までの金額を記載ください 

(上記期間が不可能な場合は、令和 4 年を多く

含む決算書より記載ください)。 

経済センサスの定義に基づき、令和５年 1 月

1 日～12 月 31 日までの金額を記載くださ

い(上記期間が不可能な場合は、令和５年を多

く含む決算書より記載ください) 
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様式第２号（第９条関係（佐賀県ローカル発注促進要領様式１）） 

 

入札等に県外企業の参加を可能にした理由書 

 

補助事業名 
佐賀県産業イノベーションセンター 

ものづくり企業イノベーション促進事業 

補助事業者名  

契約概要  

契約方法 

※ 該当部分に○ 

条件付一般競争入札   ・   指名競争入札 

見積合せ随意契約 ・ 単一随意契約 ・ その他方法 

契約予定額 

※ 概算 
 

県外企業の参加を可能

にした理由 
 

 



16 

様式第３号（第９条関係（佐賀県ローカル発注促進要領様式２）） 

 

県外企業と契約する理由書 

 

補助事業名 
佐賀県産業イノベーションセンター 

ものづくり企業イノベーション促進事業 

補助事業者名  

契約する県外企業名  

住所 

※ 本店の所在地 
 

契約概要  

契約予定額 

※ 概算 
 

理由  
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様式第４号 

 

一社随意契約理由書 

 

補助事業名 
佐賀県産業イノベーションセンター 

ものづくり企業イノベーション促進事業 

補助事業者名  

契約する企業名  

住所 

※ 本店の所在地 
 

契約概要  

契約予定額 

※ 概算 
 

理由  
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様式第５号（第９条関係） 

（番号） 

令和  年  月  日 

 

 

佐賀県産業イノベーションセンター所長  様 

 

 

補助事業者 

住 所 〒 

 佐賀県 

企業名  

代表者役職・氏名  

 

 

令和  年度佐賀県産業イノベーションセンター 

ものづくり企業イノベーション促進事業費補助金中止承認申請書 

 

 

令和  年  月  日付け佐産イ第  号により補助金交付決定の通知があった佐賀県産

業イノベーションセンターものづくり企業イノベーション促進事業費補助金について、以下の

理由により事業を中止したいので、佐賀県補助金等交付規則及びものづくり企業イノベーショ

ン促進事業費補助金交付要綱の規定により、関係書類を添えて申請します。 

 

 
記 

 

１ 中止する事業計画 

 

２ 事業を中止する理由 

 

３ 事業を中止する期間 
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様式第６号（第９条関係） 

（番号） 

令和  年  月  日 

 

 

 

佐賀県産業イノベーションセンター所長   様 

 

 

補助事業者 

住 所 〒 

 佐賀県 

企業名  

代表者役職・氏名  

 

 

令和  年度佐賀県産業イノベーションセンター 

ものづくり企業イノベーション促進事業費補助金廃止承認申請書 

 

 

令和  年  月  日付け佐産イ第  号により補助金交付決定の通知があった佐賀県産

業イノベーションセンターものづくり企業イノベーション促進事業費補助金について、以下の

理由により事業を廃止したいので、佐賀県補助金等交付規則及びものづくり企業イノベーショ

ン促進事業費補助金交付要綱の規定により、関係書類を添えて申請します。 

 

 

記 

 

１ 廃止する事業計画 

 

２ 事業を廃止する理由 

 

３ 事業を廃止する時期 
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様式第７号（第 10条関係） 

（番号） 

令和  年  月  日 

 

 

 

佐賀県産業イノベーションセンター所長  様 

 

 

補助事業者 

住 所 〒 

 佐賀県 

企業名  

代表者役職・氏名  

 

 

令和  年度佐賀県産業イノベーションセンター 

ものづくり企業イノベーション促進事業費補助金変更承認申請書 

 

 

令和  年  月  日付け佐産イ第  号により補助金交付決定の通知があった佐賀県産

業イノベーションセンターものづくり企業イノベーション促進事業費補助金について、本様式

添付の資料に記載した理由により、〔           〕ので、佐賀県補助金等交付規則

及びものづくり企業イノベーション促進事業費補助金交付要綱の規定により、関係書類を添え

て申請します。 

 

 

記 

  

１ 変更補助事業計画書（様式第７号の２） 

２ 変更事業経費積算書（様式第７号の３） 

 

注 １ 「〔       〕」欄は、事前に事務局に確認の上記入すること。 

２ 添付資料が必要なときは、資料の提出漏れがないよう注意すること。 
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様式第７号の２（第 10条関係） 

 

佐賀県産業イノベーションセンター 

ものづくり企業イノベーション促進事業費補助金 

変更補助事業計画書 

 

Ⅰ 補助事業者の概要 

① 企業名等  

② 所在地 

(事業を実施

する場所) 

〒  

佐賀県 

 

③ 

代表者 
職名：  氏名：  

④ 

事業担当者 
職名：  氏名：  

⑤ 

事業担当者 

連絡先 

電話番号：  

ファックス番号：  

E-mail：  

⑥ 業 種 

大分類  

中分類  

小分類  

⑦ 

変更の理由 
 

注 交付決定を受けた補助事業計画書から変更する場所は、以下の方法により記載してください（Ⅱ以降に

おいても同様とします）。 

(1) 変更しない箇所は、交付決定を受けた補助事業計画書に記載した内容をそのまま転記してください。 

(2) 変更する箇所は、変更前を括弧書きとし上段に記載したうえで、下段に変更後の情報を記載してく

ださい（文章で記載の箇所を変更するときは、段落単位での記載でも可）。 
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Ⅱ 連携するクリエイター又はデザイナー等の概要 

⑧ 

事業所等名 
 

⑨ 所在地 

(事業を実施

する場所) 

〒  

佐賀県 

 

⑩ 代表者 職名：  氏名：  

⑪ 担当者 職名：  氏名：  

⑫ 

担当者 

連絡先 

電話番号：  

ファックス番号：  

E-mail：  

注 複数のクリエイター等と業務委託契約を締結するときは、表をコピーして作成してください。 
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Ⅲ 事業の詳細 

⑬ 

事業計画名 
 

⑭ 事業の概要 

 

⑮ 事業を実施する背景、課題及び必要性 

 

⑯ 事業の目的 

 

⑰ 事業の計画（具体的な取組、内容等） 

 

⑱【業務委託を含むとき】⑰に記載した計画において、外部に委託する業務の内容 

（委託する業務の項目及び具体的内容） 

 

⑲ ⑰に記載した計画において、どの部分が交付申請者にとって新しい取組となるのか

（具体的な課題やその解決方法を記載） 

 

⑳ ⑰に記載した計画のうち、連携するクリエイター又はデザイナー等の役割及び参画

によるメリット 

 

㉑ この事業の実施により見込んでいる成果（売上目標や新たな取組への展開予想等） 

 

㉒ 将来展望（申請事業者における新たな取組に関する将来性や将来見込める事業内容等） 
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Ⅳ 経費内訳総括表（詳細は変更事業経費積算書（様式第７号の３）に記載、単位：円） 

補助対象経費区分 
事業に要する経費 

(税込) 

補助対象経費 (B) 

(税抜) 

補助金交付申請額* 

(C)=(B)×2/3 以内 

(千円未満は切り捨て) 

報償費    

費用弁償   

需用費   

備品購入費   

役務費   

委託料   

使用料及び賃借料   

負担金   

その他   

合計    

 

 

Ⅴ 業務委託契約の内容（委託料が積算に入っている場合） 

１ 

業務委託先  

業務委託の内容  

委託額 (円、税込)  

注 業務委託の件数が２件を超える場合、上表を業務委託契約ごとに作成すること。 
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様式第７号の３（第 10条関係） 

 

佐賀県産業イノベーションセンターものづくり企業イノベーション促進事業費補助金 変更事業経費積算書 
（単位：円） 

補助対象 

経費区分 
品名・実施内容等 

仕様・型式 

・実施概要等 
数量 単位 

単価 

(税抜) 

補助事業に要する 

経費 (税込) 

補助対象経費 

(税抜) 
備考 

報償費 

        

        

小計   

費用弁償 

        

        

小計   

需用費 

        

        

小計   

備品購入費 

        

        

小計   

役務費 

        

        

小計   

委託料 

        

        

小計   

使用料及び

賃借料 

        

        

小計   

負担金 

        

        

小計   

その他 

        

        

小計   

合計   

注 １ 交付決定を受けた事業経費積算書から転記し（上段に記載し括弧付けする）、変更する箇所は下段に変更後の情報を、変更しない箇所は下段に「変更なし」と記載

すること。 

２ 必要に応じて、行を増やしてください。
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様式第８号（第 11条関係） 

（番号） 

令和  年  月  日 

 

 

佐賀県産業イノベーションセンター所長   様 

 

 

補助事業者 

住 所 〒 

 佐賀県 

企業名  

代表者役職・氏名  

 

 

令和  年度佐賀県産業イノベーションセンター 

ものづくり企業イノベーション促進事業費補助金取下げ届出書 

 

 

令和  年  月  日付け佐産イ第  号により補助金交付決定の通知があった佐賀県産

業イノベーションセンターものづくり企業イノベーション促進事業費補助金について、佐賀県

補助金等交付規則及びものづくり企業イノベーション促進事業費補助金交付要綱の規定に基づ

き、交付申請を取り下げますので届け出ます。 
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様式第９号（第 13条関係） 

（番号） 

令和  年  月  日 

 

 

佐賀県産業イノベーションセンター所長   様 

 

 

補助事業者 

住 所 〒 

 佐賀県 

企業名  

代表者役職・氏名  

 

 

令和  年度佐賀県産業イノベーションセンター 

ものづくり企業イノベーション促進事業費補助金実績報告書 

 

 

令和  年  月  日付け佐産イ第  号により補助金交付決定の通知があり、〔令和 年 

月  日付け佐産イ第  号により変更交付決定の通知〕があった佐賀県産業イノベーション

センターものづくり企業イノベーション促進事業費補助金について、下記のとおり事業を実施し

たので、佐賀県補助金等交付規則及びものづくり企業イノベーション促進事業費補助金交付要綱

の規定により、関係書類を添えて報告します。 

 

記 

 

１ 事業実施結果報告書（様式第９号の２） 

２ 事業経費実績書（様式第９号の３） 

 

 

注 １ 「〔令和  年  月  日付け佐産イ第  号により変更交付決定の通知〕」欄は、

事務局に確認の上記入すること。 

２ 第 13 条に規定されている添付書類の漏れがないこと。 
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様式第９号の２（第 13条関係） 

 

佐賀県産業イノベーションセンター 

ものづくり企業イノベーション促進事業費補助金 事業実施結果報告書 

 

 

事業計画名  

事業実施期間 令和  年  月  日 ～令和  年  月  日 

 

Ⅰ 補助事業者の概要 

企業名等  

所在地 

(事業を実施

した場所) 

〒  

佐賀県 

 

代表者 職名：  氏名：  

事業担当者 職名：  氏名：  

事業担当者 

連絡先 

電話番号：  

ファックス番号：  

E-mail：  

 

Ⅱ 連携するクリエイター又はデザイナー等の概要 

事業所等名 1)  

所在地 

(事業を実施

した場所) 

〒  

佐賀県 

 

代表者 職名：  氏名：  

担当者 職名：  氏名：  
注 １ 個人で事業を行い、事業所等名がないときは空欄のままで可。 

２ 複数のクリエイター等と業務委託契約を締結するときは、表をコピーして作成してください。 
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Ⅲ 事業実施結果の詳細（具体的に記載しⅢのみで 10 ページ以内としてください） 

事業の概要（補助事業計画書「㉑ 事業の概要」を転記） 

 

事業の計画（補助事業計画書「㉔ 事業の計画」を転記） 

 

事業の実施実績（経過及び具体的な実績） 
 

事業の成果により新たに取り組むようになった事業や業務（新たに取り組み始めた内容等） 

 

将来展望（事業成果を活用した新たな取組に関する将来性や将来見込める事業内容等） 
 

補助事業計画書㉔に記載した項目ごと又は時系列に、委託先との取組の経緯、実績、新た

に発生している課題等を記載してください。（委託先の実績も記載される場合は、どの部

分を委託先が担当したのか分かりやすく記載してください。） 

※委託先からの完了報告書に活動内容や実績が詳細に記載されている場合は、補助事業者

のみの実績等で差し支えありません。 

事業を実施したことで得られた成果をもとに、実際に取り組み始

事業について記載してください。 

事業で得られた成果を踏まえ、補助事業計画時に記載した将来展

望に向かって今後どのように展開していきたいか、経営や事業を

行っていきたいか等を記載してください。 
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Ⅳ 事業の開始から完了までの実績スケジュール 

項目 年月 

  

  

  

  

  

 

 

Ⅴ 経費内訳総括表（詳細は事業経費実績書（様式第９号の３）に記載、単位：円） 

補助対象経費区分 
事業に要した経費 

(税込) 

補助対象経費 (B) 

(税抜) 

補助金交付請求予定額 

(C)=(B)×2/3 以内 1) 

(千円未満は切り捨て) 

報償費    

費用弁償   

需用費   

備品購入費   

役務費   

委託料   

使用料及び賃借料   

負担金   

その他   

合計    
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Ⅵ 業務委託契約の成果（委託料が積算に入っている場合） 

１ 

業務委託先  

業務委託の結果  

委託額 (円、税込)  

注 業務委託の件数が２件を超える場合、上表を業務委託契約ごとに作成すること。 

・〇〇〇〇（請求書の項目を記載してください） 

詳細は別添成果報告書のとおり 

委託先からの成果報告書に活動内容や実績が詳細に記載されている場合、結果につい

ては「別添完了報告書のとおり」で差し支えありません。 
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Ⅶ 消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額 

 

以下の「１」から順に、□に「レ」を入れる、又は■に修正してください。 

 

１ 消費税課税事業者ですか（(1)又は(2)から一つ選択） 
 

□ (1)課税事業者である（２を回答） 

 
 

２ 当該補助事業に係る仕入税額控除の有無（(ｱ)又は(ｲ)から一つ選択） 

  
 

□ (ｱ)有（(a)又は(b)、(c)から一つを選択） 

   
 

□ (a)交付申請書の提出時に仕入控除税額を差し引いた補助金額

で申請 

   
 

□ (b)実績報告書提出段階で仕入控除税額の対象となる消費税及

び地方消費税相当分が確定しているため、仕入控除税額を差し

引いた補助金額で報告 

   
 

□ (c)実績報告書提出段階では、仕入控除税額の対象となる消費

税及び地方消費税相当分が確定していない。 

→ 確定後、速やかに様式第 10 号を提出すること。 

  
 

□ (ｲ)無（〔   〕にその理由を記載） 

   〔                              〕 
 

□ (2)課税事業者ではない（(ｱ)又は(ｲ)から一つ選択） 

 
 

□ (ｱ)免税事業者 

 
 

□ (ｲ)簡易課税事業者 
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様式第９号の３（第 13条関係） 

 

佐賀県産業イノベーションセンターものづくり企業イノベーション促進事業費補助金 事業経費実績書 
（単位：円） 

補助対象 

経費区分 
品名・実施内容等 

仕様・型式 

・実施概要等 
数量 単位 

単価 

(税抜) 

補助事業に要する 

経費 (税込) 

補助対象経費 

(税抜) 
備考 

報償費 

        

        

小計   

費用弁償 

        

        

小計   

需用費 

        

        

小計   

備品購入費 

        

        

小計   

役務費 

        

        

小計   

委託料 

Ⅵ業務委託契約の成果  １ 式 2,680,000 2,948,000 2,680,000  

        

小計 2,680,000  

使用料及び

賃借料 

        

        

小計   

負担金 

        

        

小計   

その他 

        

        

小計   

合計 2,680,000  

注 必要に応じて、行を増やしてください。 
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様式第９号の４（第 13条関係） 

 

佐賀県産業イノベーションセンターものづくり企業イノベーション促進事業費補助金 
取得物件一覧表（取得物件管理台帳） 

 

品名 様式・型式等 取得年月日 検収年月日 
耐用 

年数 

単価 

(税抜) 
数量 

取得額 

(税込) 
設置場所 備品番号 
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様式第 10号（第 13条関係） 

（番号） 

令和  年  月  日 

 

 

佐賀県産業イノベーションセンター所長  様 

 

 

補助事業者 

住 所 〒 

 佐賀県 

企業名  

代表者役職・氏名  

 

 

令和  年度佐賀県産業イノベーションセンターものづくり企業イノベーション 

促進事業費補助金における消費税額及び地方消費税額の確定に伴う報告書 

 

 

令和  年  月  日付け佐産イ第  号により確定通知があった令和  年度佐賀県産業

イノベーションセンターものづくり企業イノベーション促進事業費補助金について、消費税及び

地方消費税の仕入控除額が確定しましたので、ものづくり企業イノベーション促進事業費補助金

交付要綱の規定により、下記のとおり報告します。 

 

 

記 

 

１ 補助金額（佐賀県産業イノベーションセンター所長が額の確定通知書により通知した額） 

○○○ 円 

２ 補助金の確定時における消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額 

○○○ 円 

３ 消費税額及び地方消費税額の確定に伴う補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除

税額 

○○○ 円 

４ 補助金返還相当額（３－２） 

○○○ 円 

５ 添付資料 

「補助金の確定時における消費税額及び地方消費税に係る仕入控除税額」の積算内訳
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様式第 11号（第 15条関係） 

（番号） 

令和  年  月  日 

 

 

佐賀県産業イノベーションセンター所長  様 

 

 

請求者 

住 所 〒 

 佐賀県 

企業名  

代表者役職・氏名  

 

 

令和  年度佐賀県産業イノベーションセンター 

ものづくり企業イノベーション促進事業費補助金交付請求書 

 

 

令和  年  月  日付け佐産イ第  号で確定通知があった令和  年度佐賀県産業イ

ノベーションセンターものづくり企業イノベーション促進事業費補助金として、下記金額を交

付されるよう佐賀県補助金等交付規則及びものづくり企業イノベーション促進事業費補助金交

付要綱の規定により請求します。 

 

記 

 

請 求 額  金〇〇〇円 

 

金融機関名  

支店名  

口座種別・口座番号  

口座名義人（フリガナ）  

口座名義人  

 

 

 

注 振込先口座情報に間違いがないように十分確認すること 
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様式第 12号（第 16条関係） 

（番号） 

令和  年  月  日 

 

 

佐賀県産業イノベーションセンター所長   様 

 

 

補助事業者 

住 所 〒 

  

企業名  

代表者役職・氏名  

 

 

令和  年度佐賀県産業イノベーションセンター 

ものづくり企業イノベーション促進事業費補助金成果等活用状況報告書の提出について 

 

 

令和  年度佐賀県産業イノベーションセンターものづくり企業イノベーション促進事業費

補助金に関して、成果等活用状況報告書を別添のとおり提出します。 
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様式第 12号（第 16条関係） 

 

佐賀県産業イノベーションセンター 

ものづくり企業イノベーション促進事業費補助金 

成果等活用状況報告書 

 

事業計画名 
 

事業実施年度  

事業の目的 

 

 

【事業の実施により得られた客観的効果】 

(1) 事業により実施した内容 

【提出時削除】 

実績報告書に記載した「事業の実施実績」を記載してください。 

 

 

 

 

(2) 算定期間   令和○年１月１日～令和○年 12 月 31 日 

【提出時削除】 

報告書を提出する前年の１月１日から 12 月 31 日までの数値を記載してください。 

 

※交付申請書の「⑳事業計画名」を転記 

※交付申請書の「㉓事業の目的」を転記 

※実績報告書の「事業の実施実績（経過及び具体的な実績）を転記 
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(3) 事業所の従業者数（算定期間開始時における従業者数） 

区分 

① 
個人業主 
( 個 人 経
営の事業
主で、実
際にこの
事業所を
経営して
いる人) 

② 
個人業主
の家族で
無給の人 

③ 
有給役員 
( 個 人 経
営以外で
役員報酬
を得てい
る人) 

常用雇用者 
(期間を定めずに、又
は１か月以上の期間
を定めて雇用してい
る人) 

⑥ 

臨時雇用者(１か月未

満の期間を定めて雇

用している人や日々

雇用している人など、

常用雇用者の定義に

該当しない人) 

※ ⑤以外のパート

アルバイトなどを含

む 

④ 
正社員・正
職員とし
ている人 

⑤ 
④以外の
人 ( パ ー
ト・アルバ
イトなど) 

人数       

区分 

⑦ 
合 計 ( ①
から⑥の
合計) 

⑧ 
送出者(⑦

のうち、別

経営の事業

所へ出向又

は派遣して

いる人) 

受入者 
(①から⑧以外で別経
営の事業所からきてこ
の事業所で働いている
人) 

⑨ 出向 ⑩ 派遣 

人数     

注 各区分の定義は、経済センサスに規定された定義に従う。 

 

(4) 製造品出荷額等 

区   分 金   額（円） 

ア 製造品出荷額  

イ 加工賃収入額   

ウ 修理料収入額  

エ 製造工程から出たくず及び廃物の出荷額  

オ その他の収入額  

カ 製造品出荷額等（アからオの合計）  

注 各区分の定義は、経済センサス又は工業統計調査に規定された定義に従う。 

 

(5) 付加価値額（粗付加価値額） 

区   分 金   額（円） 

A 売上（収入）金額  

B 費用総額（売上原価+販売費及び一般管理費）  

 a うち売上原価  

主
な
費
用
項
目 

b 給与総額  

c 福利厚生費（退職金を含む）  

d 動産・不動産賃借料  

e 減価償却費  

f 租税公課（法人税、住民税、事業税を除く）  

g 外注費  

h 支払利息等  

C 付加価値額（A-B+b+f）  

注 各区分の定義は、経済センサスに規定された定義に従う。 

 

経済センサスの定義に基づ

き、1 月 1 日時点での従業員

数を記載ください。 

工業統計調査の定義に基づき、令和５年 1 月

1 日～12 月 31 日までの金額を記載ください 

(上記期間が不可能な場合は、令和 4 年を多く

含む決算書より記載ください)。 

※交付申請時の企業情報報告書と同じ集計方

法で記載してください。 

経済センサスの定義に基づき、令和５年 1 月

1 日～12 月 31 日までの金額を記載くださ

い(上記期間が不可能な場合は、令和５年を多

く含む決算書より記載ください)。 

※交付申請時の企業情報報告書と同じ集計方

法で記載してください。 
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【事業実施終了後の新たな成果】 

【提出時削除】 

事業を実施したことによる効果や課題等（事業実施年度以降）を詳細に記載してください。 

 

 ※「事業実施による成果が終了後にどのような効果を上げているのか」及び 

「事業実施による成果を活用して新たな取組を行う際に、どのような課題があるのか」等 

事業実施終了後の効果や課題等について詳細に記載してください。 

 

※ 商品開発を実施した事業者については、「事業終了後における新商品の売上実績や効果」及び

「事業実施による成果を活用して新たな取組を行う際に、どのような課題があるのか」等 

  事業実施終了後の具体的な売上実績及び課題等について記載してください。 


